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平成 25 年 11 月 27 日 

 

第 32 回有明海･八代海等総合調査評価委員会 
海域再生対策検討作業小委員会の取り組み 

－   概  要   － 

 
1  海域再生対策検討作業小委員会における検討の経緯 

海域再生対策検討作業小委員会(以下、再生小委員会と略)では、現在まで 5 回開催し、

前回(第 31 回)の有明海･八代海等総合調査評価委員会(以下、評価委員会と略)以降は 2 回開

催している。各議事は表 1.1 に示すとおりである。 
 

表 1.1  海域再生対策検討作業小委員会開催状況 

No. 開催日時 議事 

1 平成 24 年 9 月 11 日 

① 小委員会の設置について 
② 小委員会の作業方針について 
③ 情報収集方針について 
④ その他 

2 平成 24 年 12 月 21 日 
① 海洋構造、水質環境(海域)、底質環境(海域)、生物生態系の現況について 
② 九州北部豪雨による影響について 
③ その他 

3 平成 25 年 3 月 1 日 

① 海洋構造、水質環境(海域)、底質環境(海域)、生物生態系の現況について

[1]国土交通省からの報告 
② 海洋構造、水質環境(海域)、底質環境(海域)、生物生態系の現況について

[2]熊本県からの報告 
③ 生物･水産資源･水環境問題検討作業小委員会への回答について 
④ これまでの検討状況の整理、取りまとめについて 
⑤ その他 

平成 25 年 3 月 28 日 第 31 回有明海･八代海等総合調査評価委員会 

4 平成 25 年 7 月 8 日 
① 海域再生対策検討作業小委員会の今後の進め方について 
② その他(諫早湾干拓事業の潮受け堤防の排水門の海門に伴う環境変化を

把握するための調査計画について)(農林水産省からの報告) 

5 平成 25 年 10 月 28 日 
① 海域区分とその環境特性について 
② その他 
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2  第 31 回評価委員会以降の検討内容 
2.1  第 3 回小委員会までの検討内容 

第 3 回小委員会(昨年度)までに、小委員会の進め方について検討を行い、図 2.1 に示す

流れで検討を進めて行くこととなった。このうち、情報収集については、表 2.1 に示した

役割で、表 2.2 に示した内容について情報収集を行った。現時点で計 464 冊の報告書等の

資料が収集されており(表 2.3 参照)、内容確認を進めている。 
全資料に目を通して作業を開始しては時間がかかりすぎることもあり、小委員会で委員

から情報を集め、有明海･八代海の全域を対象とした調査結果等の報告書をピックアップし

て、収集資料の整理と並行して作業を進めて行くこととした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.1   小委員会の検討の流れ 

２．情報収集方針の決定 

どのような情報を収集するのか 

３．情報の収集状況の確認 

必要な情報は集まっているかを確認。集まっていなければ対象を拡

大し再収集するかどうか判断。 

５．とりまとめ案の検討 

各委員会が分担してとりまとめた素案について検討する。 

６．とりまとめ案を委員会へ説明 

[情報の収集] 

[情報の整理・分析、とりまとめ素案の作成] 

[とりまとめ案を修正] 

場合によっては、 
委員会へ状況報告 
(③、④について報告) 

１．作業方針の確認 

作業の流れ、役割分担を確認 

とりまとめ資料イメージ 
・ H18 報告課題対応 
・ 原因要因等の関係図 
・ 項目整理一覧表 
・ 技術整理表 

４．収集情報の整理･分析方針、とりまとめ骨子等の確認 

収集した情報等から、委員会へ提出する資料としてどのように取り

まとめるのか、取りまとめに係る委員ごとの分担を確認する。 
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表 2.1  各小委員会の役割 
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表 2.2  情報収集の方針 
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表 2.3  資料収集状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

(のべ数：件)

農林水産省 水産庁 国土交通省 環境省 福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 鹿児島県

(1) 底質環境の改善 9 3 3 2 3 14 1 14 1

(2) 沿岸域の環境保全、回復 1 2 3 6 5 2 14 5

(3) 貧酸素水塊等への対策 11 3 4 2 11 5 8 2

(4)
貝類、魚類等の資源及び増
養殖

10 1 6 28 17 53 4

(5)
持続的なノリ養殖のための
施策の推進

4 1 11 43 5 9 1

(6)
八代海における持続的な養
殖のための施策の推進

2 6 5

(1) 二枚貝 1 1 1 16 3

(2) 魚類等の資源生態 10 2 1 6 5

(3) 潮流・潮汐 5

(4) 土砂等に関する知見の蓄積 2

(5)
汚濁メカニズムの解明とモデ
ルの構築

1 5 2 1

46 16 9 10 35 125 33 110 18

2 7 4 7 6 1 1 1 2 2

3 5 2 6 2 5

4 2 3 2 1 1 2

58 22 21 24 37 127 34 116 20 5

小計

1

その他
大学等

収集した報告書等の分類

3.具体的な再生方策

4.解明すべき課題
　(重点化を図るべき研究課題)

464

※ 「1 委員会報告（平成18年12月）に関する報告書等」については、複数の分類に該当し重複してカウントされるものが含まれる。
※ 本文中の計453件は合計の464件から「４ 九州北部豪雨の影響に関する資料」を除いたものである。

その他の委員から推薦のあった報告書等

第28～30回評価委員会における報告事項に関する報告書等

九州北部豪雨の影響に関する資料等
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2.2  第 4 回小委員会の検討内容 

第 3 回で決定した検討の流れに基づき具体的な作業計画を検討した(図 2.2 参照)。
検討では、小委員会における全作業の概略と現在の作業の位置付けについて共通認識

を形成し、今年度の結果として｢問題点と原因･要因の関係図｣を作成することとした。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 
 
 
 
 
 

図 2.2  全体検討構成 
 
 

2.3  第 5 回小委員会の検討内容 
第 4 回で決定した今後の作業の進め方に従って、以下の点について検討を行った。

検討では、有明海･八代海の環境特性の把握について、その必要性、検討方針及び手法

の議論を行い、共通認識を形成した。 
 

H.25 

6.全体目標の検討 

5.海域別の連関図の検討 

7.個別目標検討のための課題の整理 

8.追加調査 

9.個別目標の設定 

1.H.18 報告書の課題等への対応結果の整理 2.環境特性の把握 

3.全域/海域別の環境特性の整理 

4.全域/海域別の環境上の課題の整理 

10.再生技術の検討 

11.再生技術の評価 

12.再生方策の検討 


